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◇ 大学評価・学位授与機構が行う大学評価

○大学評価･学位授与機構が行う大学評価について

１ 評価の目的
大学評価・学位授与機構（以下「機構 ）が実施する」

評価は，大学及び大学共同利用機関（以下「大学等 ）」
が競争的環境の中で個性が輝く機関として一層発展する
よう，大学等の教育研究活動等の状況や成果を多面的に
評価することにより，①その教育研究活動等の改善に役
立てるとともに, ②評価結果を社会に公表することによ
り, 公共的機関としての大学等の諸活動について, 広く
国民の理解と支持が得られるよう支援・促進していくこ
とを目的としている。

２ 評価の区分
機構の実施する評価は，平成14年度中の着手までを段

階的実施（試行）期間としており，今回報告する平成12
年度着手分については，以下の３区分で，記載のテーマ
及び分野で実施した。
① 全学テーマ別評価（ 教育サービス面における社「
会貢献 ）」

（「 」 「 （ ）」）② 分野別教育評価 理学系 , 医学系 医学

（「 」 「 （ ）」）③ 分野別研究評価 理学系 , 医学系 医学

３ 目的及び目標に即した評価
機構の実施する評価は，大学等の個性や特色が十二分

に発揮できるよう，当該大学等の設定した目的及び目標
に即して行うことを基本原則としている。そのため，大
学等の設置の趣旨，歴史や伝統，人的・物的条件，地理
的条件，将来計画などを考慮して，明確かつ具体的な目
的及び目標が設定されることを前提とした。

○分野別教育評価「理学系」について

１ 評価の対象組織及び内容
このたびの評価は，文部科学省から要請のあった６大

学（以下「対象組織」という ）を対象に実施した。。
， ，評価は 対象組織の現在の教育活動等の状況について

原則として過去５年間の状況の分析を通じて，次に掲げ
る６項目の項目別評価により実施した。
1) アドミッション・ポリシー（学生受入方針）
2) 教育内容面での取組
3) 教育方法及び成績評価面での取組
4) 教育の達成状況
5) 学生に対する支援
6) 教育の質の向上及び改善のためのシステム

２ 評価のプロセス
① 対象組織においては，機構の示す要項に基づき自
己評価を行い，自己評価書（根拠となる資料・デー
タを含む ）を機構に提出した。。

② 機構においては，専門委員会の下に評価チームを
編成し，自己評価書の書面調査及び対象組織への訪
問調査の結果を踏まえ，その結果を専門委員会で取
りまとめた上，大学評価委員会で評価結果を決定し
た。

③ 機構は，評価結果に対する意見の申立ての機会を
設け，申立てがあった対象組織について，大学評価
委員会において最終的な評価結果を確定した。

３ 本報告書の内容
「 」 「 」Ⅰ 対象組織の現況 Ⅱ 教育目的及び目標及び

は，対象組織から提出された自己評価書から転載してい
る。なお，評価対象組織を分かりやすくするために，対
象とした学科・専攻の組織関係図を「Ⅰ 対象組織の現
況」の末尾に当該大学の確認の上で示している。

は，評価項目ごとに，特記す「Ⅲ 項目別評価結果」
べき点を 「特色ある取組，優れた点」及び「改善を要，
する点，問題点等」として記述している。

，「 （ ） （ ）」 ，また 貢献 達成又は機能 の状況 水準 として
以下の４種類の「水準を分かりやすく示す記述」を用い
ている。
・ 十分に貢献（達成又は機能）している。
・ おおむね貢献（達成又は機能）しているが，改善
の余地もある。

・ ある程度貢献（達成又は機能）しているが，改善
の必要がある。

（ ），・ 貢献しておらず 達成又は整備が不十分であり
大幅な改善の必要がある。

なお，これらの水準は，当該対象組織の設定した教育
目的及び目標に対するものであり，相対比較することは
意味を持たない。

は，各評価項目を通じた事柄「Ⅳ 総合的評価結果」
や全体を見たときに指摘できる事柄について記述してい
る。

は，評価結果を要約して示し「Ⅴ 評価結果の概要」
たものである。

は，評価結果に対「Ⅵ 意見の申立て及びその対応」
する意見の申立てがあった対象組織について，その内容
とそれへの対応を示している。

４ 本報告書の公表
本報告書は，対象組織及びその設置者に提供するとと

もに，広く社会に公表している。

大阪大学理学部
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Ⅰ 対象組織の現況

（１）学部名及び所在地

大阪大学理学部 大阪府豊中市
（２）学部・学科構成

理学部の構成 数学科，物理学科，化学科及

び生物学科の４学科
（３）沿 革

昭和６年 理学部創設（大阪帝国大学創立と

同時に創設）

昭和７年 数学科，物理学科及び化学科の３
学科で発足

昭和22年 大阪帝国大学を大阪大学に改称

昭和24年 生物学科新設に伴い４学科構成

昭和34年 高分子学科新設に伴い５学科構成
平成３年 宇宙・地球科学科新設に伴い６学

科構成

平成７年 数学科及び物理学科を学科・学科
目制に整備

＊ 大学院重点化（平成７～８年

度の２年次計画）に伴い学科・

学科目制として一部整備
平成８年 化学科及び生物学科を学科・学科

目制に整備

＊ 大学院重点化完成年度で宇宙

・地球科学科を物理学科に，高
分子学科を化学科に統合整備

し，既整備の数学科及び物理学

科と合わせて４学科（数学，物
理学，化学，生物学，高分子学

及び宇宙地球科学の６学科目）

に整備完了し，現在に至る。

（４）学生総数 1，100名（201名 ［３名］）
（平成13年４月１日現在）

（ ） （ ， （ ）内訳 １年生 241 49)名 ２年生 238 53

［２］名，３年生 250（48）名
４年生 371（51 ［１］名）

＊（ ）は女子学生数 ［ ］は国費外，

国人留学生数を内数で示す。

（参考）研究生 ７名，特別聴講学生 ５名
科目等履修生 11名

（５）教員総数 275名（平成13年４月１日現在）

（内訳） 教授 83名， 助教授 81名

講師 14名，助手 97名
（参考）

（ ）教室系職員 391名 平成13年４月１日現在

（内訳）○教務・研究系 321名（ティーチ
ング・アシスタントは平成13年

５月１日現在）

(教務補佐員 ９名，リサーチ・

アソシエイト ３名，研究機関
研究員 ３名，ティーチング・ア

シスタント 306名）

○技術・事務系 70名
（技術系職員 21名，技術補佐員

５名，技能補佐員 １名，事務

， ）系職員 １名 事務補佐員 42名

事務部職員 50名（平成13年４月１日現在）
（内訳） 事務系職員 37名，事務補佐員 13名

［参考資料］学科別学生数及び教員数内訳
（平成13年４月１日現在）

◎学科別学生数

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 計
51 49 53 103 256

数 学 科 (3) (7) (7) (6) (23)

[1] [1]

82 83 88 136 389
物理学科 (11) (11) (5) (12) (39)

[1] [1]

81 80 84 101 346

化 学 科 (23) (25) (26) (25) (99)
[1] [1]

27 26 25 31 109

生物学科 (12) (10) (10) (8) (40)

241 238 250 371 1,100

計 (49) (53) (48) (51) (201)

[2] [1] [3]
注：１ （ ）は女子学生数 ［ ］は国費外国人留． ，

学生数を内数で示す。

２．物理学科４年生には，平成７年度以前入学
の物理系及び宇宙・地球科学科学生４名を

含む。

◎学科別教員数
教授 助教授 講師 助手 計

数 学 科 19 20 5 11 55

物理学科 31 28 0 37 96

化 学 科 23 20 6 34 83
生物学科 10 13 3 15 41

計 83 81 14 97 275
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【 】評価対象組織関係図

◎ 網掛けした学科が評価対象

大 数 物 化 生 高 宇
学 学 理 学 物 分 宙
院博 専 学 専 科 子 地
理士 攻 専 攻 学 科 球
学前 攻 専 学 科
研期 攻 専 学
究・ 攻 専
科後 攻
期
課
程

理 数 物 化 生
学 理 学 物
科 学 科 学

学 科 科

部



- 4 -

大阪大学理学部

Ⅱ 教育目的及び目標

１．教育目的

１）理学部の生い立ち

大阪大学理学部は医学部とともに昭和６年大阪帝国大

学発足と同時に創設され，大阪大学で最も伝統のある学

。 ，部である 当時日本の産業の中枢にあった商都大阪では
模倣的工業から脱皮するには「基礎的純正理化学」の力

によらなければならないという先見的認識と危機感に溢

れていた。理学部設立の基金と当初３年間の経常費は実
にすべて地元の負担でまかなわれ，大阪府民あげての熱

意と気骨を背景に，

（１）理学的な視点に立って研究を進め得る基盤的学

問分野の研究者の養成
（２）高度な専門職業人の養成

を目的とし，数学，物理学，化学の３学科から成る理学

部が設立されることになった。その後，生物学，高分子

学，更には宇宙・地球科学の学科を増設した。平成７，
８年には大学院重点化に伴う学部教育の見直しを行い，

宇宙・地球科学科を物理学科に，高分子学科を化学科に

統合し，今日に至っている。
理学部は創設当初より因習にとらわれない自由で生き

生きした雰囲気，独創性を尊ぶ研究第一主義を重んじて

きたが，その伝統は今日にも引き継がれ，現在の理学部

の持つ活力の基になっている。学閥意識のない独創性を
重んじるこの伝統は，最も誇りうるところであり，教育

面でも学生の学習意欲を大事に育てる上で良い土壌とな

っている。創設以来の理学部の伝統に育まれた学風と相

まって，理学部に在籍した学者の中にノーベル賞を受賞
した湯川秀樹博士を始め，正田建次郎，八木秀次，岡部

金治郎，菊池正士，眞島利行，仁田勇，赤堀四郎，小田

稔という９名もの文化勲章の受章者を輩出し，学士院賞
の受賞者が29名，日本学士院会員に選ばれた者が15名も

いることが創設以来の理学部の教育研究活動の発展を雄

弁に物語っている。この創設以来の理学部の伝統は教育

面にも反映し，他大学，国立研究所などへはもとより，
社会各方面に有能でユニークな人材を数多く送り出して

いる要因となっている。

２）理学部の教育の理念と目的

近年科学技術は目覚しい発展を遂げ，21世紀に入って

からの社会状況は従来にも増して大きく変貌を遂げよう

としている。大学教育のあり方は，従来の「知」の量を
増やし高度化・専門化を目指す教育から 「知」を総合，

的にとらえて課題探求能力を養う教育に転換しつつあ

る。このような状況にあって理学部は一貫して 「真理，

探究を目的とする理学はすべての自然科学の先駆けであ

る」との理念のもと，教育研究活動に励んできた。理学
部における理学教育の目指すものは，

（１）幅広い自然科学の基本に裏付けられた柔軟な発

想を持ち，
（２）自然に対する鋭い直感力と適確な判断力を兼ね

備え，

（３）自然科学の素養を背景として社会へ貢献できる

人材を育成することである。厳しい再編を迫られている
産業界からは，変化の激しい時代に柔軟に対応できるよ

うな，幅広い知識に支えられた創造的人材の育成が望ま

れている。理学部における教育研究は正にこのような人

材育成を目指している。科学と技術は一本の大樹の葉・
花・果実と根・幹にも例えることができるであろう。青

々とした葉の生い茂る樹の上部は太陽光のエネルギーを

取り込み花を咲かせ実を付け樹の成長を支えているのに
対し，根及び幹の部分は養分を取り込み大樹の生命活動

自身を支えている。葉無くして根無く，根無くして葉は

育たない。理学部における教育研究は，大樹の生命活動

を根本で支えるような基礎学力・基礎研究を目指してい
る。どのような複雑な技術や情報も基本的な自然の法則

に根ざしたものであるという認識に立脚したものであ

る。

３）学生の受け入れの基本方針

このような自然に対する見方，接し方を真に理解する

ことのできる学生は 「一見，自明に思える事柄に対し，
ても 『なぜ？』という疑問を抱いてその根元を探ろう，

とする意欲的な姿勢」を持っている学生である。一方，

高度に複雑化してきた今日の日本社会において，大学，

学部の選択が学生の真の知的好奇心に依らず，単なる知
識の寄せ集めを基にした能力評価の「輪切り」による傾

向が強くなってきている。また，高校までの教育環境が

多種多様となっており，そのような環境の下で教育を受
けた学生を受け入れることが開かれた大学の責務になっ

ていることも事実である。このような状況において，理

学部は，

（１）真に理学に対する知的好奇心に燃える学生のみ
ならず，

（２）さまざまな教育背景や志望をもつ多様な学生

。 ，を受け入れることを方針としている 多様な学生に対し

自然科学の基礎を学ばせることにより，学生が潜在的に
持っている好奇心を引き出し，能動的な課題探求力を持

ち豊かな人間性を備えた学生へと育てていくのが理学部

教育の基本であると考えている。
理学部が最近行った入学試験制度の改善，あるいは近

く予定している改善は次のとおりである。
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（１）大阪大学で最初の外国学校出身者（いわゆる帰

国子女 のための特別選抜を実施したこと 平） 。（
成４年度）

（２）学部独自の入試が可能な後期日程の定員割合を

増加させたこと （平成３年度と８年度）。

（３）高等学校以下の指導要領の改正に伴う多様な高
校教育に対応する各教科目の入試内容を変更し

たこと （平成９年度）。

（４）国際化の流れに対応する社会人育成のために後
期日程の英語にリスニングテストを導入したこ

と （平成12年度）。

（５）幅広い理系の知識を持った学生を受け入れるた

め，後期日程の理科の選択科目数を１科目から
２科目にして，大学入試センター試験に対する

２次試験の配点の割合を増加させること （平。

成14年度）

これらの改善により，自然科学に対する興味と自然科
学的思考を持つより多くの学生の受け入れが可能にな

り，また，外国学校出身者などの多様な学生も入学でき

るようになってきている。

４）提供している教育内容及び方法の基本的な性格

理学部の教育の基本方針は，

（１）あらゆることに知的好奇心を持ち，真理探究の
喜びを味わう場の提供（知識より考え方）

（２）最新の研究成果を取り入れた授業による教育と

研究の一体化（教育と研究の不可分性）

（３）学問の枠にとらわれないカリキュラム編成（幅
広い科学の視点）

の３点にまとめることができる。学部学生の中には，将

来，第一線の研究者や高度な専門職業人になるために備
えて，大学院で更に高度な教育を受ける者，中等高等教

育に携わる者，更に，他分野でも責任遂行能力を持って

活躍する者などがいるので，それらすべてに必要な基礎

学力を付与することが必要である。
理学部では研究の高度化に一層努力するとともに，広

い分野の学際的統合を目指し，平成６年度よりそのカリ

キュラムを一新した。それは，教養部が廃止され全学共

通教育機構が誕生して，従来の一般教養科目が共通教育
科目へと改変されたのと軌を一にしている。従来の講座

制を柱とする学科別の講義は，専門基礎知識や専門知識

を教授することを重視してきた傾向があるが，学ばねば
ならない専門的知識の増大とともに，学生の学習負担が

過重になる傾向が生じ，周辺の学問分野を広く視野に入

れて学習する余裕を失わせてきた。そのために，理学部

では平成６年度に後で述べるような抜本的な教育改革を
行った。また，理学部では少人数教育や教員及び大学院

生との対話・セミナーを重視している。例えば，低学年

時のクラス担任・副担任の数を増やしたり，基礎セミ

ナーなどを介して教員と親しく交流できるよう努力して
いる。研修旅行も低学年の間に実施して教員と学生間の

交流を盛んにしている。

平成６年度に実施した主要な教育改革は次のとおりで

ある。
（１）学科の再編成

従来の６学科を４学科に再編し，各学科に学科目を設

けた。学科目は大学院の専攻に対応している。

数学科 数学
物理学科 物理学，宇宙地球科学

化学科 化学，高分子学

生物学科 生物学
（２）４年一貫教育

理学部学生は入学時から理学部のカリキュラムに従

う。全学共通教育は，全学共通教育機構と協議して専門

基礎科目など必要な授業科目を理学部が策定する。
（３）セメスター制と専門科目の早期導入

（４）基礎教養と学生の主体性の重視

カリキュラムの編成に当たっては，幅広い教養や総合

的判断力が専門領域の学問と専門領域外の学問のバラン
スの取れた学習によって得られると認識して，理学部共

通の講義とともに，他学部，他学科の講義を受講できる

ように配慮した。
（５）学生の負担軽減

従来の一般教養科目のうち自然科学の講義について，

各学科の専門分野に関係する講義は専門科目に含め，講

義の一貫性を図った。各学科の専門科目については，講
義に重複がないように配慮して，また，卒業所要単位を

減らすことにより，学生の負担を軽減した。

（６）大学院講義の開放

（７）ティーチング・アシスタント（ＴＡ）制度の活
用

（８）シラバスの整備

（９）科学技術論の開設
科学及び科学技術が社会に与える影響，研究者の倫理

観などを考える講義が必要であると判断して，平成８年

度から基礎工学部と共同で「科学技術論Ａ，Ｂ」を学部

３，４年生と大学院生を対象に開講している。

５）養成しようとしている人材像

理学部では，現実の課題に対して基礎に立ち返って問

題設定を行い，自ら問題を解決し社会に対して説明責任
を果たせる人材の養成に努めている。そのためには，論

理展開，構成，抽象化，一般化の論述に優れ，情報機器

を自由に使いこなせることが必要である。
理学部で養成したい人材像を具体的に例示すれば，以

下のとおりである。

（１）大学や研究所において課題探求型の研究を能動

的に推進できる研究者
（２）官庁，企業などで理学的センスを持って活躍で

きる専門職業人

（３）理学の素養を持ち，経済界などで活躍できる人

材
（４）中等高等理科教育のリーダーとなるべき教育者

（５）自然科学の素養を持ち，社会の発展と向上に貢
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献する指導者

（６）社会に科学の重要性を適確に伝え，サイエンス
・リテラシーの向上に努める科学行政官やマス

メディア関係者

６）学生支援の基本方針
このような教育面での改革が十分な実効性を挙げるた

めには，教員・院生・学部学生が活気溢れる教育研究環

境を作ることが望ましい。そのための施設面，制度面で
の整備が切望される。理学部では学生支援に対し，次の

ような基本方針をもって，その改善に力を入れている。

（１）学習面，生活面，精神面での充実した学生生活
の支援

（２）自主的，主体的に勉学できる学習環境の整備

（３）情報資料室と情報処理室の充実

（４）低学年で第一線の研究と接することができる教
育制度と環境の整備

２．教育目標

理学部では

（１）幅広い自然科学の基本に裏付けられた柔軟な発
想を持ち，

（２）自然に対する鋭い直感力と適確な判断力を兼ね

備え，

（３）自然科学の素養を背景として社会へ貢献できる
人材の養成

が教育目的である。それを実効あるものとするために，

絶えざる刷新と改革を伴った教育環境の下で，学生が自

ら学ぶ力を引き出すことを全体的な目標としている。
その具体的な目標としては，

第一に，自然科学のより深い概念的な理解と具体的な実

験・研究の手法の学習
第二に，それに基づき，問題を設定し，自ら問題を解決

し，他人へ説明する表現能力の修得が挙げられる。

このためには，可能な限り少人数で学生の学習到達度

や能力に応じた指導を行うことが重要となる。個々の学
生の学習到達度を把握し，能力や個性に従って指導する

， 。ことで 学生が飛躍的に能力を伸ばすことが可能となる

少人数教育は，少なくとも，従来と全く異なる勉学の方

法を求められている新入生には特に必要である。学生能
動型授業を目指した新入生の基礎セミナーはその良い例

。 ， ，として挙げられる 他方 カリキュラムの充実によって

自ら学ぶ学生にとって，より高度な，専門的な教育を受
けることができるようにする必要もある。これらの実行

に際して，教育研究指導というソフト面の他に，設備・

。 ，機器というハード面の整備・充実も不可欠である また

高校生に対しても大学の教育に参加できる道を開くこと

は，情熱に満ちた若い学徒を育成する上で重要である。
更には，今後社会人の再教育のニーズも高くなって行く

であろう。開かれた大学としてこれらのことを一層充実

させるべきである。

以下に，理学部が具体的な実施目標としている項目を
挙げる。

１）入試選抜方法の改善
大学入試センター試験の取り扱い，出題範囲と初年度

カリキュラムとの整合性，入試問題の作成方法，学部一

括入試，第２志望の取り扱い方，他学部との連携など種

々の問題について検討していく。

２）初年次生が主体的に勉学できる教育環境の整備

知識の集積に偏重した教育環境から，自ら学ぶ大学の

教育環境に順応するために新入生に対しては，学生参加
型の低学年セミナーを用意し，自ら考え，問題を解き，

それを他人に説明できる能力を修得させる。また，企業

や研究所を見学させたり，教員と膝を交えて話し合う研
修旅行などを実施し，学生に広い視野を持たせる。

３）基礎から専門への段階的かつ系統的な教育課程の設

置
基礎から専門への段階的かつ系統的なカリキュラムを

実施する。専門基礎科目については，厳選した基礎的内

容を講義し，必要な科目に対しては，より少人数クラス

でＴＡ付きの演習を行う。また，それらと連携した基礎
， ，的な学生実験を少人数単位で行い 自然に対する観察力

考察力，直感力を養う。また，講義の一部は，学部ある

いは全学の共通講義とする。

４）幅広い高度な専門分野の教育

自ら学ぶ学生にとって，より専門的で且つ幅広い分野

の講義を選択できることはその能力を伸ばす上で極めて
重要である。他学科や大学院の開講科目を履修できる制

度を学部全体に広げる。

５）実験・実習や演習を実施する上での必要な施設や機
器の整備・充実

学生実験，実習，演習時間内や卒業研究時に学生が安

全に効率良く学習できるようにするために，学生に対す
， 。る安全教育の徹底 及び施設や機器の整備・充実を図る

また，これらの運用を工夫して学生が授業時間外でも自

主的に学習できるようにする。

６）理学部低学年共通教育の改革

理学教育が目指す「幅広い自然科学の基本に裏打ちさ

れた柔軟な発想」を持つ学生を育成するためと，その基

本方針である「学問の枠にとらわれないカリキュラム編
成」を実現するために，理学部１年生全員に数学・物理

・化学・生物と自然科学実験の理学部共通専門基礎科目
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を新設して一括教育を行う。さらに，意欲的で優秀な学

生には，到達度別クラスや少人数セミナーで対応する。
また，平成18年度高等学校指導要領の改訂に伴う情勢の

変化に対応するため検討を行っていく。

７）多様な環境からの学生の受け入れ
， ， ，留学生 外国学校出身者については その潜在的能力

洞察力等を評価し，積極的に受け入れる。今後，専修学

校の専門課程修了者の大学編入学や中等教育学校の卒業
者の大学への入学についても検討していく。

８）理学部の欲する学生を求めて

高校生が抱く理学部，自然科学のイメージは，現実と
かけ離れていることがある。高校生が自然科学に大きな

興味を持ち，正しい自然科学の認識を持つよう，そして

更にそのような学生が理学部の門をたたくように高校生

に対して出前講義・実験を行い，あるいは，大学での公
開講座を実施する。また，高校と理学部とが協定するこ

とにより，高校生が大学１年生用の講義に参加すること

を推進し，将来的には単位認定を行い，大学入学後も有
効となるよう新しい開かれた教育制度を検討していく。

９）責任ある授業運営

大学が教育の質的向上を志向するとき，教育を授ける
側は常に教育を受ける側のフィードバックを受け，教育

方法等の研究・研修（ファカルティ・ディベロップメン

ト）を推進し，教育の見直しと改善を行う必要がある。

このため，学生による授業評価を実施し授業に反映する
ことにより責任ある授業運営を行う。また，基準を明示

した厳格な成績評価を行い教育の質の向上を図る。
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Ⅲ 項目別評価結果

１．アドミッション・ポリシー（学生受入
方針）

ここでは，対象組織における「アドミッション・ポリ

シー（学生受入方針 」の策定及び周知・公表状況やそ）

「 」 ，の方針に沿った 学生受入の方策 の実施状況を評価し

特記すべき点を「特色ある取組，優れた点 「改善を要」，
する点，問題点等」として示し，教育目的及び目標の達

成への貢献の程度を「貢献の状況（水準 」として示し）

ている。

◇特色ある取組・優れた点
理学部における教育は 「真理探究を目的とする理学，

はすべての自然科学の先駆けとなっている」という認識

に立ち，理学部全体及び各学科のアドミッション・ポリ
シーは，明確に策定されている。理学教育の基本的な考

え方は「理学教育の理念」として，平成11年に明文化さ

れており，学部内でのコンセンサスを得たものである。

大阪大学理学部の教育方針及び各学科の教育内容を高

校生に直接訴える広報活動が積極的に行われている。理

学部施設の開放，公開講座，公開実験，公開実習，体験

入学などの多彩な催しにより高校生を大学に招いてい
る。また，理学部説明会は毎年開催され，高校生などの

受験相談にも応じている。さらに，理学部教員が高等学

校に出向き，出前講義，出前実験（毎年20校以上）も活
発に行われている。これらの活動は，ホームページに記

載されているほか，マスコミ等にも取り上げられ，近畿

地区の高校生に広く浸透している。学部学生，大学院生

及び卒業生の面接調査の結果，上記の広報活動が受験生
の進路決定に大きな影響を与えており，これらの大学側

の努力は高く評価できる。

理学部施設の開放，公開講座，公開実験，公開実習，
体験入学，出前講義，出前実験などの事業は，中・高校

生はじめ一般市民にも理学の楽しみ・重要さを訴えかけ

る機会として有効に機能している。また，大学低学年向
けの「基礎セミナー」への高校生の参加を平成13年度か

ら開始し，向学心に燃える高校生の理学に対する興味を

喚起するために大いに貢献している。

理学部の求める学生を入学させるため，平成８年度か

ら後期日程試験の比重を大きくする方向での入試制度の

改革が行われている。後期日程試験では，思考力を重視

した選抜が可能である。すなわち，前期日程入試では，

理系学部を目指す学生との共通の基礎的な問題が多く出

題されるのに対して，後期日程入試は，理学部の独自性
が出せるという特色がある。平成12年度からは，後期日

程試験で英語にリスニングテストを導入した。読解力だ

けでなく国際交流の手段としての英語を重視したもの
で，国際化の流れに対応する人材育成の目的から優れた

取組である。

◇改善を要する点・問題点等
策定されたアドミッション・ポリシーは 「理学部紹，

介 「入学者選抜要項」あるいはホームページを通じて」，

広報されているが 「理学部紹介 「入学者選抜要項」， 」，

では，やや具体性に欠ける部分があり，記述の明確さに

改善を要する（平成14年度学生募集要項では改善されて
いる 。）

アドミッション・ポリシーに沿って編入学，帰国子女
や留学生など多様な入学者選抜方法の検討と充実を実現

するために，全学及び理学部内に種々の入試関連委員会

が設置され，現在のところ，これらの委員会は十分機能

していると言える。しかし，今後予想される入学者の多
様化や教育課程の変化に対応するためには，委員会組織

の見直しも期待される。

後期日程試験の比重を大きくする方向の意図は十分理
解できるが，学生の追跡調査などの資料に基づいた有効

な方策の検討が必要である。また，英語リスニングテス

トについても，有効性の追跡調査が期待される。

◇貢献の状況（水準）
取組は教育目的及び目標の達成におおむね貢献してい

るが，改善の余地もある。



- 9 -

大阪大学理学部

２．教育内容面での取組

ここでは，対象組織における「教育課程及び授業の構

成」が教育目的及び目標に照らして，十分実現できる内

容であるかを評価し，特記すべき点を「特色ある取組，

優れた点 「改善を要する点，問題点等」として示し，」，
教育目的及び目標の達成への貢献の程度を「貢献の状況

（水準 」として示している。）

◇特色ある取組・優れた点
低学年で履修対象となっている共通教育科目は，共通

教育系科目と専門基礎科目から成り立っており，前者は

理学部全体の方針に基づき編成され，後者は各学科の方

針によって編成されている。低学年生に対しては，共通

教育科目と専門教育科目が併置され，高学年生は専ら専
門教育科目を履修する。専門教育科目は，各学科の専門

分野の特色を活かした編成が行われ，学生に，知的好奇

， 。心を持ち 真理探究の喜びを味わう機会を提供している
このように，教養教育と自然科学の基礎を広く学ぶため

の教育の内容に一貫性が生まれている。

また，専門基礎科目と専門教育科目の連携による専門

科目の早期導入がなされており，意欲ある学生に有効で
ある。

通年単位であった講義科目をセメスター制（１学年を

， ）複数の学期に分け 各学期ごとに授業を完結させる制度
による半期単位に分割して，単位を取りやすくすること

によって，４年一貫教育体制の下での教育課程が柔軟に

編成されている。

新入生には，入学時に学部別履修指導と各学科でのク

ラス別懇談会が開催され，学習を始めるにあたってのガ

イダンスが行われている。また，第１セメスター終了後
には，成績配付を兼ねたクラス別懇談会が開催されてい

る。その後も各年次に年２回のクラス別懇談会，学生実

験と卒業研究開始時の説明会など，多様なガイダンスが
あり，教育課程の編成方針などを周知している。

個々の授業内容の中では，化学科の必修科目としてい

る化学実験法での安全教育や基礎工学部と共同で開講
， 「 」し 科学技術と社会の関わりを考える科目 科学技術論

や留学生とともに同じクラスで英語による講義を受ける

国際交流科目の開講は，特色のあるものである。

また，規格化された環境に馴染んできた新入生にとっ
て，共通教育科目での，学際的な視野を育成することを

「 」， ，目標とした 主題別教育科目 総合的な知を身に付け

人間性を育成することを目標とした「人間教育科目 ，」
学内の最新の研究成果を直接伝え，知的意欲を喚起する

ことを目的とした「特別科目 ，少人数の学生と教員が」

対話形式で進める「基礎セミナー」の開講は，主体的に

学ぶ機会の提供という面で意義深いと考えられる。

◇改善を要する点・問題点等
専門科目の早期導入は，優れた点であると同時に，問

題点も含んでいる。現行の学科単位で編成された低学年

， ，生のカリキュラムは 多様な履修歴を持つ学生に対して
基礎知識や考え方を身につけさせるためには不十分であ

り，入学試験での多様な学生の受入とそれらの学生に提

供している科目，授業形態等に不整合がある。これらの

問題解決のために，低学年一括教育が計画されており，
有効に機能することを期待する。

「主題別教育科目 「人間教育科目」は，これらの科」，
目で何を学ぶのか，あるいは何を学んで欲しいのかとい

うメッセージの明確性については問題がある。また，情

報関連の授業は，必修２単位のみで，選択科目として提

供されている。しかし，時間割編成上，履修機会は決し
て多くなく，改善を要する。

「幅広い自然科学の基本」を身に付けさせるという教
育目標に対し，教育内容が学部学生には専門的すぎる，

各授業科目間での内容的な重複をさけるための調整，シ

ラバス（各授業科目の詳細な授業計画）どおりの授業運

営がされない（学生アンケートによる指摘）など授業内
容への反映に改善の必要がある。

４年一貫のカリキュラムを組んでいるにもかかわら

ず，４年間の授業・演習などの配置が適切ではないと思
われる部分がある。物理学科の学生に対するカリキュラ

ムは，物理学を専攻する学生に対しては明瞭だが，宇宙

地球科学を専攻する学生に対しては，系統的なカリキュ
ラムの設定と適切な履修指導に改善を要する。

教員側が考えている点と学生が受けている印象に乖離

が散見され，日常的なコミュニケーションに配慮するな
ど改善を要する。

◇貢献の状況（水準）
取組は教育目的及び目標の達成におおむね貢献してい

るが，改善の余地もある。
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３．教育方法及び成績評価面での取組

ここでは，対象組織における「教育方法及び成績評価

法」が教育目的及び目標に照らして，適切であり，教育

課程及び個々の授業の特性に合致したものであるかを評

価し，特記すべき点を「特色ある取組，優れた点 「改」，
善を要する点，問題点等」として示し，教育目的及び目

標の達成への貢献の程度を「貢献の状況（水準 」とし）

て示している。

◇特色ある取組・優れた点
低学年に担任・副担任をおき，新入生合宿，クラス別

懇談会などを通じて学生の学習上，生活上の相談など，

きめ細かい教育指導が行われている。入学時には，各学

科ごとにガイダンスを行い，学習を始めるに当たっての
心構え，諸手続の方法，カリキュラム，単位取得につい

ての注意等を周知させている。２～４年生には，年度当

初，実験の開始時，卒業研究の開始時，その他必要に応
じてガイダンスが実施されている。学生の面接調査によ

りこれらのガイダンスは有効に機能していることが確認

できた。

セミナー・実験・実習などでの少人数教育の充実は，

高く評価できる。少人数によるきめ細かい指導は，学生

の満足度が非常に高いことが窺える。学生実験や実習，

（ ，演習には大学院生をティーチング・アシスタント 以下
ＴＡとする ）として配しており，世代が近いＴＡの指。

導は教員とは異なった効果があり有意義である。

多くの学科で実施されている卒業研究の発表会は，プ

レゼンテーションの訓練の機会として非常に有効であ

る。また，全般的に発表会に至るまでの指導も適切に行

われていると判断できる。

初年度教育での基礎セミナーや研修旅行，幅広い視野

の形成に資する他学部（学科）の開講科目の履修制度は
高く評価できる。また，意欲ある学生に高度な知識を提

供する目的で，大学院の講義の一部を大学院・学部共通

科目として開放している。これらの講義の聴講率は高く

十分機能している。

低学年において，部局長が担当する「特別科目」の開

講や基礎セミナーなど第一線の研究者と接する環境が整

備されている。これらは，学生のこれからの学問の動機
付けや，学習意欲に大きく影響するものであり，学生の

向学心を喚起する優れた取組である。

情報ネットワークの整備は進んでいる。附属図書館や

学科図書室も充実し，学生に活用されている。学内セン

ター・施設の教員や技術系職員も積極的に学部学生への

教育に貢献し，実績を上げている。工作センターでは学
生実験の一環として工作実習が専任教員と技術系職員に

よって実施されている。アイソトープ総合センター，附

属原子核実験施設 放射性同位元素実験室 低温センター， ，

などが教育に貢献している。

◇改善を要する点・問題点等
自主的学習の促進，学生の学力把握に関しては，授業

ごとに差が見られる。学生の勉学に対するモチベーショ

， 。ンを喚起させる授業設計 授業形態に改善の余地がある
また，基礎学力が不足している学生の指導については，

一部の学科では行われているが，教員個人の指導にとど

まらず組織的な取組が期待される。

学生アンケート調査の定期的実施など努力は評価でき

るが，前項目で指摘したように，教員が考えている点と

学生の反応には乖離が見られる。例えば 「講義が適切，
でない 「授業が不満である」と答えた学生が目立つ学」，

。 ，科も見られる 教員個人レベルでの努力は評価できるが

組織的な取組，アンケート結果の分析，迅速に対応する
体制の確立などが必要である。特にファカルティ・ディ

ベロップメント（教員が授業内容・方法を改善し，向上

させるための組織的な取組の総称）の充実に改善の必要

がある。

成績評価（特に講義の）基準，採点の一貫性，厳格性

あるいは成績分布の調査等については，全ての授業科目

について，必ずしも明確に示されているわけではない。
次項目（教育の達成状況）に述べられている状況を考え

ると問題も感じられる。教員個人のレベルの判断に任さ

れている部分も見られ，組織的な取組に改善の必要があ
る。

◇貢献の状況（水準）
取組は教育目的及び目標の達成におおむね貢献してい

るが，改善の余地もある。
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４．教育の達成状況

ここでは，対象組織における「学生が身につけた学力

や育成された資質・能力の状況」や「卒業後の進路の状

況」などから判断して，教育目的及び目標において意図

する教育の成果がどの程度達成されているかについて評
価し，特記すべき点を「優れた点 「改善を要する点，」，

問題点等」として示し，教育目的及び目標の達成の程度

を「達成の状況（水準 」として示している。）

◇優れた点
卒業研究は，第一線の研究テーマに基づいた教員と学

生のマンツーマン指導により行われており，実績を上げ

ているものと判断される。卒業研究に対する学生の満足

度が高いことが，面接調査においても確認できた。これ
は，学生に研究者としての自覚・やりがいを植え付ける

ことに大きく貢献しているとともに，高度職業人に求め

られる課題探求能力の涵養にも寄与している。

基礎から専門への段階的かつ系統的な講義を行うた

め 「くさび型の専門教育」を実施している。この教育，

の一環として，化学科，生物学科では，基礎となる科目
を学期当たり２～３科目配置し，緩やかな専門化を図る

努力がなされ，科目の単位取得状況はおおむね良好であ

り，このことは学生の基礎知識の形成面で優れている。

実験・実習科目は，講義で学んだことを実践する場と

して，自然科学にとって不可欠である。この教育効果は

十分上がっており，合格率はほぼ100％である。
また，演習科目の単位取得状況も良好であり，一定レ

ベルの探求法の修得，実践力の形成がなされている。

卒業生の進学，就職状況は非常に良好である。卒業生
の大部分が大学院進学（約80％）し，さらに研鑽の道を

選択している。少数の卒業生は多様な分野と職種に就職

しているが，就職率は一貫して高い水準にある。

， ，主な資格の取得としては 中高教員の教員免許があり

毎年各学科合わせて60名程度が，数学，理科の教員免許

を取得している。その他過去５年間に公務員，危険物取
扱者，学芸員，放射線取扱主任者，気象予報士などがあ

った。

◇改善を要する点・問題点等
４年間で卒業しない学生が30％程度（各学科によって

大きな差がある）おり，１～３年生の科目配置あるいは

学習指導または４年生までの進級に問題がある。特に１

～３年生のカリキュラムで専門科目の難易度等に問題が

あり，初年度カリキュラムの工夫が必要である。教員は

学生の学力の差について把握はされているが，それの具

体的な施策には至っていない。

１，２年生に開講している専門科目のレベルが，一部

の学科（数学科，物理学科）において，学生の学力レベ

ルと乖離しており，改善の必要がある。これらの学科で
は，講義と演習をセットにして学習効果の向上の努力が

図られているが，学生からは 「大学と高校との学習内，

容格差を配慮していない」との批判も寄せられており，
改善を要する。

演習科目は，具体的な問題に挑むことにより講義の内

容を一層理解させるもので，講義との連携が極めて重要
である。講義・演習の担当者は連携を取るような様々な

努力を行っているが 「まだ不十分」と指摘する学生も，

いる。また，演習問題に積極的に取り組む学生と，ほと

んど手を出さない（出せない）学生に二極分解する傾向
があり，到達度別のコースの設置など検討する必要があ

る。

◇達成の状況（水準）
教育目的及び目標がおおむね達成されているが，改善

の余地もある。
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５．学生に対する支援

ここでは，対象組織における「学習や生活に関する環

境」や「相談体制」の整備状況や「学生に対する支援」

が適切に行われているかを評価し，特記すべき点を「特

色ある取組，優れた点 「改善を要する点，問題点等」」，
として示し，教育目的及び目標の達成への貢献の程度を

「貢献の状況（水準 」として示している。）

◇特色ある取組・優れた点
１年生を対象とした研修旅行は，入学したばかりの学

生にとって，大学に慣れるよい機会であると同時に，教

員や他の学生の交流の場として大いに機能している。

１，２年生を対象とした基礎セミナーは，少人数教育
であり，教員と学生の触れ合い，あるいは学生同士の交

流に大いに役立っている。これがきっかけとなり，高学

年になっても，教員は学習面，精神面，生活面の良き相
談相手となっている例も多く，学生生活の支援に貢献し

ている。

大規模な附属図書館や理学部の情報資料室，数学科の
図書室の整備状況は充実しており，学生の自主的な勉学

を促す環境として優れている。今後，学生がこれらの施

設をさらに有効に利用する指導が望まれる。

情報教育設備の充実には力を入れており，サイバーメ

ディアセンターが中心となって，学生が自由に使える端

末等が豊富に用意されている。情報端末は，サイバーメ
ディアセンター以外に，理学部にも，情報処理室３室に

70台分散配置されている。これらの端末は，夜間も利用

可能となっており，利用率は非常に高い。情報関連施設

は充実している。

定期的に健康診断が実施され，放射性物質取扱者に対

する特別定期健康診断も適切に実施されている。また，
安全教育についても細かく実施されている。

留学生に対する支援は，全学的な留学生センターでの

取組の他に，学部内に生活及び個人的な相談に当たる担
， 。当教員を配置しており また奨学金の制度も設けている

◇改善を要する点・問題点等
学生の修学面，生活面，健康面等の日常における様々

な悩みに対して，解決の一助として学生相談員制度が発
足している。これは各学科で１名ずつの教員が担当して

いるが，あまり利用されていない。むしろ，学科長や担

任・副担任が学部学生の相談相手となっているのが現状

で，一部の教員に負担が集中している。今後，学生相談

員の有効活用を図る方策が必要である。

学生の精神面での問題に対する助言・指導のために保

健センター学生相談室が設けられているが，学生数に対

して余りにも少ない教員・職員数のために十分対処でき

ておらず，学生のメンタルヘルスケアに改善の必要があ
る。基礎セミナー，研修旅行など注目すべき取組がある

が，学生の学習や生活に関する相談が，その時の教員と

学生の触れ合いに依存している部分が多いように思われ
る。組織的な取組が必要である。

経済的支援においては，奨学生の採用や授業料免除制

度にいくつかの問題を抱え，大学として対応できる部分
での努力は認められる。一大学のみで解決できない問題

が多いが，改善の余地もある。奨学金については，日本

育英会のほか地方公共団体や民間の育英奨学金がある

が，必ずしも希望者全員が採用されるとは限らない。授
業料免除については，中途で免除が必要になった学生に

対する扱いに問題がある。

就職支援については，学生部で希望者対象のガイダン

ス，情報の提供など適切に行われており，理学部各学科

においても就職担当教員による電子メールを使った就職

情報の提供や企業と学生との面談の設定や学科事務室で
の就職資料の配備などの支援がなされているが，学生は

インターネットの利用などにより，個人で就職活動をし

ていることが多く，各学科で提供する支援をあまり利用

していない。求人側の自由応募が増えたことが，個人で
， ，の活動が増えている要因の一つではあるが 学生からは

就職相談の機会がないことが強く指摘された。理学部と

して，学生の要望を考慮した就職支援体制の整備及び周
知に改善の必要がある。

◇貢献の状況（水準）
取組は教育目的及び目標の達成におおむね貢献してい

るが，改善の余地もある。
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６．教育の質の向上及び改善のためのシス
テム

ここでは，対象組織における教育活動等について，そ

れらの状況や問題点を組織自身が把握するための「教育
の質の向上及び改善のためのシステム」が整備され機能

しているかについて評価し，特記すべき点を「特色ある

取組，優れた点 「改善を要する点，問題点等」として」，
示し，システムの機能の程度を「機能の状況（水準 」）

として示している。

◇特色ある取組・優れた点
専攻長・学科長合同会議が，教育全般を実質的，総合

的に議論する機関として機能しており，迅速な意志決定

が可能なシステムとなっている。

， ，入学試験制度の改善のシステムとしては 入試の方法
， ， ，出題 入試事務など それぞれの側面から反省会を開き

様々な角度から改善に努めている。制度面の改善や中長

期的な改革についても入試検討委員会で検討されてい

る。

カリキュラムの短期的修正などの実務作業および中長

期的改革の検討は，理学部教務委員会が中心となって進
められている。また，教務委員会では，専門基礎教育科

目における中長期的改革である，低学年一括教育の具体

案も検討されているなど，カリキュラムの検討・改善に

ついてのシステムは整備されている。

１日体験入学，ボランティア講師派遣，研究室見学な

どを通して積極的に高校生に働きかけを行い，近畿一円

の高等学校と理学部のネットワークが構築されている。
このことは，理学部の欲する学生を有効に集めるシステ

ムとして特色がある。

学生アンケートによる授業評価等が積極的に行われて

おり，このことは，教育の改善を指向する方向では優れ

た点である。

◇改善を要する点・問題点等
学生アンケート調査は評価されるが，今後これらの授

業評価等アンケートを定期的に行うと同時に，学生の授

業や教育システムへの要望や学習状況を把握し，教育方

法の改善に活かすシステムづくりが期待される。また，
学生の多様化に対応する個々の教員の対応が遅れがちで

あり，組織的対処の方策に改善を要する。

数学，物理学，宇宙地球科学専攻及び附属原子核実験

施設に対して平成12年度に教育研究の外部評価が実施さ

れた。しかし，実施された外部評価も大学院レベルでの

， 。評価が中心であり 学部レベルの評価は十分と言えない
平成13年度には，化学，生物科学及び高分子科学専攻の

外部評価が予定されているので，学部レベルでの評価も

期待したい。

点検・評価を実施する体制は，ほぼ整備されていると

判断できる。しかし，追跡調査の不十分さ，それらの分

析作業の不足などから評価結果を改善に導くためのプロ
セス・体制が欠落している。これが多くの特色ある取組

や改革が実施されているにもかかわらず，それらが充分

には反映されていない結果となっている原因と思われ

る。

◇機能の状況（水準）
向上及び改善のためのシステムがおおむね機能してい

るが，改善の余地もある。
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Ⅳ 総合的評価結果

理学部の教育目的及び目標は，ホームページ 「理学，

部紹介 「入学者選抜要項」などで公表され，周知の努」，
力が十分なされている。ホームページのアクセス数も多

く 「理学部紹介」も近畿一円の高等学校など広範に配，

布されている。学部学生，大学院生及び卒業生の面接調
査では，大阪大学理学部を受験した動機，あるいは受験

するための情報の入手方法について質問した。受験した

動機としては，各学科の教育研究内容を見て興味を持っ

たという答えが大部分であった。また，どのような方法
で大阪大学の情報を得たかという質問では ホームペー，「

ジを見た 「高校に配布されたパンフレットを見て，受」，

験前に見学にきた 「一日体験入学に参加した 「出前」， 」，

講義で興味を持った 「学園祭に参加してみて決めた」」，
などであり，大学の広報活動が非常に有効に機能してい

ることが証明された。しかしながら，英文パンフレット

・ホームページは不十分であり，留学生を受け入れる基
礎の整備が必要である。

学部学生，大学院生及び卒業生の面接調査で印象的で

あった点は，理学部の教育におおむね満足し，大阪大学
の学生である（あった）ことを誇りに思っている点であ

る。学部教育を終えた多くの学生は，さらに専門性を高

めるために大学院に進学するが，一部の学生は社会の多

様な分野に積極的に進出している。これは，既成の枠に
捕らわれない自由な発想，異なった専攻分野への適応性

。 ， ，等が評価されていると考えられる さらに 学部卒業後

全く専門分野の異なった職種に就職した学生も学部時代
の教育が今でも有効であったと考えていた。最近の民間

調査等による企業における評価では，大阪大学理学部は

常に上位に挙げられており，特に関西ではトップあるい

は，それに近い評価を受けている。

理学部施設の開放，公開講座，公開実験，公開実習，

体験入学，出前講義，出前実験など多彩な催しが実施さ
れているが，これらの事業が受験生のみを対象としてい

るのではなく，地域社会全体にも開かれている点が特色

である。理学部の方針は，アドミッション・ポリシーと

いうよりは，社会貢献という観点に主眼をおいている。
特に，理科離れが問題となっている現在，これらの活動

は，多大な貢献をしている。平成13年８月には 「理学，

部が中・高校の理科教育を応援します」というテーマで

マスコミにも取り上げられ，理学部の広範な活動の一端
が伺われる。

教養部の廃止（平成６年度）に伴い，理学部所属の教
員は，①理学部一貫教育及び全学共通教育の理系科目の

講義・実習・実験・演習及び②全学理系学部の理系専門

基礎科目の授業を担当するという変革があった。この結

果，理学部の教員は大阪大学全学の理科系教養科目を大
部分担当している。現在 「低学年一括教育 （平成15年， 」

度より導入予定）の導入をはじめ教育上の問題点の整理

・改善が積極的に議論が進められている。この「低学年
一括教育」は，平成18年より高等学校新学習指導要領に

よって教育を受け入学してくる学生への対応も視野に入

れて検討されている。

学内センター・施設を有効利用した教育システムも特

筆すべきである。特に，工作センターは，安全講習，技

術講習，開放工作室，材料提供など理学部の教育に多大

の貢献をしている。附属図書館，サイバーメディアセン
ター等も充実しており，教育環境は全般的に整備されて

いる。

このようなソフトウェアの充実に対して，建物を中心

とした施設には問題山積といわざるをえない。実験・実

習・演習に必要な施設・設備等の整備・活用について

は，ある程度達成されているが，講義室の整備・活用に
問題がある。また，同じ学科が分散しており，教育に支

障をきたしている部分も散見される。新しい建物も次第

に建設されているが，新しい建物と古い建物の格差が非

常に多く，学生の不満も多いように見受けられる。新し
い建物を建てることも重要であるが，既存の建物を新し

い時代の最先端の教育に機能するように改築する努力も

同時に進める必要があろう。

教員と学生のコミュニケーションをはかる努力は，絶

。 ， ，えず積極的に行われている しかしながら 学生からは

「教授の敷居が高い，先生を訪ねられない」などの発言
があり，教員の努力が必ずしも学生には伝わっていなか

ったり，学生の声が教員には届いていない傾向が見られ

る。これが，教員側が考えている点と学生が受けている
印象の乖離となっていると思われる。また，留年率の問

題や宇宙地球科学の系統的カリキュラムの改善または履

修指導の問題にも影響しているものと思われる。

多方面にわたる種々の取組や改善の努力は，非常に高

く評価できる。しかしながら，一般的に，それらの取組

や改善の追跡調査の体制が不十分である。今後，多くの

評価活動の結果を集積する体制を構築し，それらを次な
る改革に繋ぐためのフィードバック体制の構築が不可欠

である。
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Ⅴ 評価結果の概要

１．項目別評価の概要

１）アドミッション・ポリシー（学生受入方針）
公開講座，公開実験，公開実習，体験入学などの積極

的に高校生に直接訴える広報活動，高等学校に出向く出

前講義，出前実験などは，優れた取組である。英語リス

， 「 」ニングテストの導入 大学低学年向けの 基礎セミナー

への高校生の参加なども特色ある取組である。
多様な入学者選抜方法の検討と充実が今後必要であ

る。

２）教育内容面での取組
専門基礎科目と専門教育科目の連携による専門科目の

早期導入は，学生の理学に対するモチベーションを与え

る方策としては優れた点であるが，同時に問題点も含ん

でいる。特に，低学年生のカリキュラムは，多様な履修

歴を持つ学生に対して，基礎知識や考え方を身につけさ
せるためには不十分である。

セメスター制が導入されており，学生に対する多様な

ガイダンスも充実している。また，安全教育，科学技術
と社会の関わりを考える「科学技術論 ，国際交流科目」

など特色ある科目が開講されている。しかしながら，各

授業科目間の調整は，必ずしも十分ではない。また，物

理学科における宇宙地球科学分野の関連カリキュラム構
成や履修指導については，改善を要する。

３）教育方法及び成績評価面での取組
担任・副担任をおき，合宿，クラス別懇談会など，き

め細かい教育指導が行われている。セミナー・実験・実
習など少人数教育が充実しており，それらへＴＡが有効

に活用されている。第一線の研究者と接する機会が設定

され，情報ネットワークもかなり整備され，学生の満足
度は高い。

， ，しかし 学生の自主的学習の意欲を高めるための指導

基礎学力が不足している学生に対する対応など問題点も

見られる。このために，学生の学力把握，授業間の調整
などの組織的な取組が必要である。

４）教育の達成状況
実験・実習・演習科目の充実，卒業研究（第一線の研

究テーマに基づいた教員と学生のマンツーマン指導）の
充実は，特に優れており，教育効果が上がっている。卒

業生の大部分が大学院進学するが，学部卒業後就職する

学生の就職状況も非常に良好である。
一部の学科では，留年者数が多く，１～３年生の科目

配置あるいは学習指導または４年生までの進級に関して

問題がある。また，大学と高校での学習内容の格差の認
識が必ずしも十分ではない。

５）学生に対する支援
情報関連施設，図書館などは充実している。研修旅行

は，入学したばかりの学生が大学に慣れる機会あるいは

教員と学生の交流の場として機能している。また，基礎

セミナーを担当した教員は，学習面，生活面，精神面で

学生のよき相談相手となっている。
学習相談などの一部の教員への集中や学生に対するメ

ンタルヘルスケアの不足の傾向が見られ，学生相談員の

有効活用を考える必要がある。また，就職状況は良好で

あるが，学生の要望を考慮した就職支援体制の整備及び
周知は改善を要する。

６）教育の質の向上及び改善のためのシステム
専攻長，学科長合同会議などの意志決定システムが有

効に機能している。また，入学試験制度改善の検討，カ
リキュラムの短期的修正などの実務作業および中長期的

改革の検討なども適切に行われている。

学生アンケートは実施されているが，学生の要求を吸
収して対応する体制が十分ではない。したがって，学生

の多様化に応じた個々の教員の対応が遅れる傾向が散見

され，さらに組織的対処の方策が必要である。

２．総合的評価の概要

教育目的及び目標の公表・周知は十分行われ，理学部
が発信した情報が有効に機能している面が多々見られ

る。学部学生，大学院学生はおおむね理学部の教育に満

足しているものと判断できる。

公開講座，公開実験，出前講義，出前実験，体験入学
などの活動が積極的に行われ 「理科離れ」という社会，

問題の解決に貢献している。

以上のような教育のソフトウェアの充実と比較して，
。 ，建物の老朽化・狭隘化は非常に深刻な問題である また

評価結果，追跡調査結果の集積と，その結果を次なる改

革に資するためのフィードバック体制の構築が必要であ

る。
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Ⅵ 意見の申立て及びその対応

当機構は，評価結果を確定するに当たり，あらかじめ当該組織に対して評価結果を示し，その内容が既に提出されて

いる自己評価書及び根拠資料並びに訪問調査における意見の範囲内で，事実関係から正確性を欠くなどの意見がある場
合に意見の申立てを行うよう求めた。機構では，意見の申立てがあったものに対し，その対応について大学評価委員会

等において審議を行い，必要に応じて評価結果を修正の上，最終的な評価結果を確定した。

ここでは，当該組織からの申立ての内容とそれへの対応を示している。

申立ての内容 申立てへの対応

教育内容面での取組【評価項目】

原文のままとした。【評価結果】 【対応】４年一貫のカリキュラムを組んでいるに

もかかわらず，４年間の授業・演習などの配置が適切で

，はないと思われる部分がある。物理学科の学生に対する 【 】理由 宇宙地球科学は境界領域の研究である性格上

研究の基盤は物理学ばかりでなく従来の地質学，地球物カリキュラムは，物理学を専攻する学生に対しては明瞭
理学，地球科学にも深く関係している。特に学部教育にだが，宇宙地球科学を専攻する学生に対しては，系統的

おいては，将来の専門的な研究を広い視野にたって考えなカリキュラムの設定と適切な履修指導に改善を要す

る上でも宇宙地球科学のよって立つ基盤の中でも重要なる。

地球科学と物理学の教育をすべきであると考える。
この観点から将来宇宙地球科学を専攻しようとする学【意見】 「系統的なカリキュラムの設定に改善を要す

部学生に対して，現在学部教育で不足している地球科学る」という指摘は，一般的な宇宙地球科学の分野を念頭

の教育を選択できる道を充実すべきであると考える。に置いたものであり，大阪大学理学部物理学科と大学院
また 「入学者選抜要項 「理学部紹介 「大阪大学理学研究科宇宙地球科学専攻が自ら設定して目指す目標 ， 」 」

2002 (＊)」などの公の情報からは，受を，評価結果は十分に考慮していない。 PROSPECTUS
験生及び入学した学生は 「一般的な宇宙地球科学 （申， 」

立書の理由）が勉学できるものと想定するのが自然であ【理由】 大阪大学大学院理学研究科の宇宙地球科学専
り，申立てにいう「物理学重視の方針」が学生に十分に攻は，設立の理念として 「物理学の知識に基づき物理，

周知されているとは考えられない。そのため，訪問調査学の成果を武器にして，宇宙と地球の時空構造を生命現

で宇宙地球科学に興味があり入学した学生及び卒業生か象まで含めて探求すること」を掲げている。この理念に

ら，カリキュラムの不満が多く聞かれた。則って，学部教育は物理学科として一本化し，物理学の
これらのことから，物理学科での宇宙地球科学の系統基礎知識を習得することに重きを置いている。

的カリキュラムの設定と適切な履修指導には改善を要す物理学科では，大阪大学の宇宙地球科学専攻で研究活

るものと考える。動に入るために必要十分な科目が用意されている。

＊註；物理学科には，２学科目，物理学と宇宙地球科学

が設置されている。

学生に対する支援【評価項目】

下記のとおり修正した。【評価結果】 【対応】就職支援については，学生部で希望者対
， ，象のガイダンス 情報の提供など適切に行われているが

就職支援については，学生部で希望者対象のガイダン理学部として組織的な支援体制が不十分であり，整備・

ス，情報の提供など適切に行われており，理学部各学科周知する必要がある。

においても就職担当教員による電子メールを使った就職
情報の提供や企業と学生との面談の設定や学科事務室で【意見】 理学部各学科では，それぞれ就職担当教員を

の就職資料の配備などの支援がなされているが，学生は決めている。就職担当教員は，電子メールを用いて学生

インターネットの利用などにより，個人で就職活動をしへ就職情報を流したり，企業と学生との面談の設定を行
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申立ての内容 申立てへの対応

ていることが多く，各学科で提供する支援をあまり利用ったり，求人側と学生とのインターフェイスとなってい
していない。求人側の自由応募が増えたことが，個人でる。

， ，の活動が増えている要因の一つではあるが 学生からは

就職相談の機会がないことが強く指摘された。理学部とまた，学科事務室などに就職資料をまとめて置いてお

して，学生の要望を考慮した就職支援体制の整備及び周き 学生の就職活動の支援を行っている 今や インター， 。 ，
知に改善の必要がある。ネットの時代であり，多くの学生は積極的にネットワー

クを介して就職活動を行っている。理学部学生の就職状

理学部においても申立てに記述されている就況は極めて良好であり，就職支援体制は十分である。 【理由】

職支援は行われているが，学生の就職活動について，理
学部の認識と学生の求めるものとにギャップがあり，学【理由】 各学科・専攻が就職資料を配備し，学生へ電

生の要望の把握と支援体制の周知に対して改善を望むも子メール等で情報を流しても，今やインターネットの時

のである。代であり，学生は組織が集めることのできる情報と同等
原文では，ハードウェアは完備されているが，ソフトあるいはそれ以上の情報を机の前のパソコンから得るこ

ウェアについては改善の必要があるという指摘であったとができ，十分就職に役立っている。

が，この点が不十分なところがあり補足した。このように個々の学生が自分の要求に従って，イン

ターネットあるいは各専攻事務室の就職情報を選択でき
る現状に対して，組織として現状以上に就職支援体制を

整備しなければならない理由は存在しない （自己評価。

書「就職支援は適切に行われているか」の項（ ）をp.46
参照）


